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１．計画の目的 

国民健康保険制度は、制度発足以来、国民皆保険制度を支える基盤として、地域

住民の医療機会の確保と健康の保持・増進に大きな役割を果たしています。一方、

他の医療保険に属さない者を被保険者とする国民健康保険（以下「国保」という。）

は、退職者や低所得者が多く占めており、保険税負担感が大きいことや、年齢構成

が高く医療費が高水準となるなど制度の構造的な問題を抱えています。さらに、医

療の高度化等による医療費の増加や被保険者数の減少傾向も相まって、一人当たり

の医療費は増加傾向にあり、全国的に財政運営は厳しさを増しています。この課題

解消のため、国は社会保障と税の一体改革において、平成３０年度から財政運営の

都道府県化と公費拡充を実施し、被保険者に係る必要な保険給付費を県全体で賄う

ことで、保険財政の安定的な運営が可能になりました。 

また、令和５年１２月に高知県が策定した「第３期高知県国民健康保険運営方針」

では、国民皆保険を支える最後の砦である国保財政を支えることが、国民皆保険を

死守する上で最大の課題とし、特に今後被保険者数が著しく減少し、小規模な保険

者の増加が見込まれるため、国保制度の持続可能性を高めるための取組を最優先で

あるという基本認識のもと、令和１２年度の保険料水準統一を目指し、各部会にお

いて調整、議論を進めているところです。 

この計画は、県及び市町村が保険者機能を発揮し、国保事業の健全な運営に努め

ながら、被保険者の皆様の健康の保持・増進を図り、必要な保険給付を行うため、

令和６年度における事業運営の基本方針と主な取組みについて定めるものです。 

 

２．国保事業運営の現状と課題  

（１）被保険者の動向 

いの町国保の被保険者数は、町の総人口減少と、７５歳年齢到達による後期高齢

者医療制度への移行が進んでいることにより、減少傾向にあります。年齢構成では、

高齢者（６５歳～７４歳）の割合が多く常に５０％以上となっています。（図表１）

また、いの町全体の人口に占める国保加入者の割合は、２２．９％となっています。

（図表１：国保被保険者数４，８６１人÷町総人口２１，２７１人×１００） 

図表１  被保険者数等の動向 

 
（９月末現在） 
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（２）医療諸費の動向 

  医療費の増加は、将来の保険税負担の増加や国保事業会計収支の悪化につなが

ることから、被保険者の皆様が健康を維持し、病気の重症化を未然に防ぐための

対策を講じることが保険者に求められています。 

いの町国保の総医療費は、一人当たり平均医療費ともに、令和４年度は減少し

ました。これは、令和３年度中に高額な医療費がかかる人が、国保の資格を喪失

したことが主な要因です。（図表２～４） 

このことから、令和４年度の医療費の減少は一時的なものであり、今後も国保

被保険者数の減少と疾病の重症化リスクが高い高齢者の割合が高くなっていく

傾向は変わらないため、動向を注視する必要があります。 

図表２  医療諸費の動向（一般分） 

 

 

 

図表３ 単位：円 

図表４ 

単位：円 
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（３）国保税 

 国保税率は、平成３０年度の国保制度改革以降、県に納める国保事業費納付金か

ら市町村個別の事業費と公費等を加味して算出された、県が毎年示す市町村標準保

険料（税）率を参考にして検討することになりました。しかしながら、いの町では、

事業費納付金や県が示す標準保険料（税）率の増加に関わらず、被保険者の負担が

増えないよう、平成３０年度以降の税率は据え置き、不足額は財政調整基金を取り

崩して運営してきました。国や県の補助金等を有効に活用しながら、保健事業の推

進や収納対策に積極的に取組み、事業運営を行ってきましたが、財政調整基金残高

の減少や令和１２年度の県内保険料水準統一も見据え、令和４年度に税率を改正し

ました。 

県内国保の将来の見通しにおいては、被保険者数の減少や高齢化、医療の高度化

等により一人当たり保険給付費の増加は続くものと思われ、保険税の上昇は避けら

れない状況です。また、各医療保険制度間での保険料負担率等の格差を是正するこ

となど、国保制度の構造的課題を解決し、持続的な制度を構築するよう働きかけて

いくことが「第３期高知県国民健康保険運営方針」に明記され、議論されています。 

図表５ 国保税率の推移  

 

 

  

図表６ 
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（４）財政 

県に納める事業費納付金は、年々減額されていますが、被保険者数も減少してい

るため、一人当たりの納付金額は上昇しています。（図表７） 

令和５年度の一人当たりの納付金額は、令和３年度に留保した前期高齢者交付金

の一部を取り崩し、納付金水準を引き下げることとなっています。財政調整基金残

高も減少していることや、一人当たりの医療費は年々上昇していること等から、こ

れからも適正な財政運営を実施していきます。（図表８～１０） 

令和４年度の決算（事業勘定）において、歳入は２７億７，３２６万４千円、

歳出は２７億５，７１４万１千円となり、令和５年度予算への繰越金は１,６１２

万３千円となっています。 

図表８  決算状況    

 

 単位：千円 

図表７ 
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図表９ 

 

図表１０ 単位：円 
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３．基本方針 

（１）国保事業運営の基本方針 

 いの町国保が従来から取り組んできた以下の項目を重点に、関係組織の協力体制

のもと、医療、保健、福祉等の各事業と連携し、事業運営の安定化と被保険者の健

康の保持・増進の取り組みを推進します。 

国保税の収納率の
確保・向上

医療費の適正化 保健事業の充実

・国保税の適正な賦課

・納付に係る利便性の向上

・滞納者対策

・資格管理の適正化

・保険給付の適正化

・健康・医療費適正化に対
  する意識向上

・特定健康診査・特定保健
  指導の未受診者対策

・疾病の重症化予防対策

・関係組織との連携・健康
  づくりの推進

 

 

（２）計画期間 

 計画の期間は、単年度とし、「高知県国民健康保険運営方針」や各種計画との整

合性を図りながら、毎年度見直しを行います。 

 

（３）計画の公表及び周知 

 策定した計画は、いの町のホームページに掲載し公表します。 

 

（４）計画の評価及び見直し 

 計画に対する事業実施状況の評価及び計画の見直しにあたっては、いの町国民健

康保険運営協議会の意見を反映します。 

 

４．事業計画 

（１）国保税の収納率の確保・向上 

 国保税は、被保険者が病気やけがをしたときの医療費の負担を軽くするための財

源となります。公平負担の観点から国保税の収納率の向上対策に重点的に取り組み

ます。いの町は、毎年９８％以上の高い徴収率を維持しています。 

図表11 収納率の推移                                     単位：％ 

 R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 

現 年 度 98.89 98.82 98.67 99.08 

滞納繰越 28.87 42.32 37.20 34.90 
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①国保税の適正な賦課 

◆資格管理による適正な賦課 

 被保険者資格の適用適正化は国保事業の基本であり、未適用者への制度周知に努

め、遡及適用による保険税の滞納の未然防止に努めます。 

 

◆所得状況の把握 

 未申告者対策として申告勧奨通知を適宜送付し、提出を求めていきます。これま

での来庁時の聞き取りに加え、所得申告の必要性（申告書の提出がないと適正な賦

課ができない旨）を広報します。 

 

②納付に係る利便性の向上 

◆口座振替の推進 

指定金融機関、収納代理機関との連携を強化し、窓口や納税通知書送付時におけ

る口座振替勧奨の推進、広報等による啓発活動の強化に努めます。 

 

◆コンビニ納付による利便性の向上 

 令和２年度から、コンビニエンスストアでの国保税の納付を可能とし、令和４年

度は約３，５１９件の利用がありました。コンビニでの納付は年々増加しており、

納付の利便性向上と収納率アップに繋げていきます。 

 

◆QRコードによる納付の利便性の向上 

 令和５年度から、国保税の納付書にQRコードを記載しており、スマートフォン

でのオンライン上の納付が可能となりました。決済方法の多様化により、納付の利

便性向上と収納率アップに繋げていきます。 

 

③滞納者対策 

◆滞納者への早期対応 

 滞納となった方に対して、一斉催告を行い、早期収納対策を実施することにより、

滞納者の増加と滞納の累積化を防止します。 

 

◆納付相談による納付誓約と短期被保険者証の交付 

 債権管理課と連携し、納期内納付が困難な方に対しては、生活状況などの聞き取

りを実施し、適正な納付誓約を行うとともに、短期被保険者証の交付を行います。

短期被保険者証の更新時には、その都度、現在の生活状況の確認を行い、生活困窮

者の方に支援を行います。また、令和６年１２月２日からマイナ保険証に移行する

ため、短期被保険者証は廃止されます。長期にわたる滞納があり、短期被保険者証
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を交付されている被保険者については特別療養費の支給に変更する旨の事前通知

等を送付する予定です。 

 

◆滞納者の実態把握と滞納処分 

 納付がない方、連絡がない方においては、世帯構成、居住状況、財産確認等を速

やかに行い、滞納処分が必要と判断した場合は、滞納処分を実行します。 

 

◆被保険者資格証明書の交付 

 特別な事情もなく長期にわたり納付催告、納税相談に応じない方に対しては、公

平負担の観点から被保険者資格証明書を交付し、接触の機会を確保するように努め

ます。なお、令和６年１２月２日からマイナ保険証に移行するため、令和６年の秋

時点で被保険者資格証明書を交付されている被保険者については特別療養費の支

給に変更する旨の事前通知等を送付する予定です。 

 

図表12 短期被保険者証の交付状況 

 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

交付世帯数 63 93 106 22 

（８月１日現在） 

図表13 被保険者資格証明書の交付状況 

 R2年度 R3年度 R4年度 R5年度 

交付世帯数 35 0 0 21 

（８月１日現在） 

（２）医療費の適正化 

医療費は、被保険者の健康状態を表す指標であると同時に、医療費が増加する

ことによって、被保険者の保険税負担の増加や財政運営の悪化の要因となります。 

いの町国保では、被保険者の健康の保持と医療費適正化の取り組みとして、レ

セプト内容の点検や適正な受診を促す保健指導をはじめ、ジェネリック医薬品の

利用促進や生活習慣病予防などの啓発活動に取り組んでいます。 

 

①被保険者資格管理の適正化 

◆被保険者資格の重複適用者対策 

 国保の被保険者資格の取得、喪失に係る適用事務は、事業運営の基本となるも

のであり、資格取得の届出時において提出書類等で確認を行うほか、日本年金機

構から提供される年金被保険者情報を活用し、社会保険と資格が重複していると

思われる方に通知し、喪失手続きを促します。 
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 ◆被保険者資格に係る確認 

 事業所に勤務し、本来は健康保険や厚生年金に加入すべきでありながら、国保

や国民年金に加入している方がいる可能性があることから、国保の加入手続きや

納付相談で来庁された方に、状況に応じて就労の有無を聴取し、健康保険や厚生

年金の適用の可能性がある場合は、年金事務所へご案内します。 

 

◆居所不明被保険者の適用適正化 

 国保被保険者証、納税通知書、督促状等が返戻された方について、実態調査の

うえ台帳の整理を行い、住民登録係へ職権消除依頼を行います。 

 

◆オンライン資格確認等システム 

 医療機関窓口等において、より正確な被保険者情報確認の方法として、マイナ

ンバーカードを保険証として利用できるオンライン資格確認等システムが、令和

３年１０月から運用開始しました。いの町国保の被保険者情報も国保連合会を通

じ、日々オンライン資格確認等システムへの情報連携を行い、被保険者情報を更

新します。 

 

②給付内容点検の適正化 

◆レセプト点検の充実・強化 

 レセプト点検を強化するため、国保連合会の保険者共同事業によるレセプト点

検事業を活用し、点検効果の改善を図ります。 

 二次点検については、被保険者の資格確認、縦覧点検及び医科・調剤の突合点

検等の内容を中心に、国保係、レセプト点検員及び外部委託により、専門的な視

点から点検業務を行います。 

 

◆資格喪失後受診による不当利得の徴収 

 社会保険等に加入した後でも国保で受診する「資格喪失後受診」が発生した場

合は、資格喪失後受診者に対し、保険給付費の返還を求めます。また、保険者間

で調整が可能な場合は他の保険に請求を行うなど、不当利得の回収に努めます。 

 

◆第三者行為求償事務 

 交通事故等による第三者行為に係る求償は、直接的な医療費の適正化に連動す

ることから積極的に対応します。レセプト点検による傷病名からの発見、広報、

関係機関との連携を強化し、第三者行為のレセプトの抽出に努めます。 

 

③健康・医療費適正化に対する意識の向上 

◆医療費通知の送付 
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 医療費の適正化、健康に対する意識の向上等を目的として、被保険者に医療機

関で治療を受けた時の１年分の医療費を年６回に分けて通知します。 

 

◆ジェネリック医薬品差額通知による利用勧奨 

新薬をジェネリック医薬品に切り替えた場合の差額を通知することにより、ジ

ェネリック医薬品の利用勧奨を行い、患者負担の軽減と国保の医療費の削減を図

ります。 

 

（３）保健事業の充実 

 高齢化の急速な進展や生活習慣病の増加状況から、疾病の重症化予防や健康増

進の取り組みが重要な課題となっています。保健事業に重点的に取り組むため、

平成３０年度に発足した調整機関「いの町保健事業推進ワーキングチーム」及び、

行政内部組織の「保健事業推進全体会議」との連携を密にしながら実施体制の強

化を図っていきます。 

今後も、「いの町国民健康保険第４期特定健康診査等実施計画」（以下、「第４期

特定健診実施計画」という。）、「第３期いの町国民健康保険保健事業実施計画（第

３期データヘルス計画）」に沿った保健事業を展開し、データ分析による課題の明

確化、効果検証などＰＤＣＡサイクルに基づく各保健事業の評価を行いながら、

被保険者の生涯にわたる健康づくりを推進していきます。 

 

～取り組みの主な目標～ 

第４期特定健診実施計画に掲げる特定健診の受診率および特定保健指導の実施

率の向上を主たる目標とし、その他各種計画に掲げる成果目標の着実な進捗を図

ります。 

 

図表14 特定健康診査の受診状況（法定報告） 

 
R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 

R5年度 

（速報値） 

R6年度 

（目標値） 

受診率 46.5％ 35.1％ 41.8％ 42.4％ 31.9％ 60.0％ 

※令和4年度は、令和5年1月10日現在、高知県国保連合会による月例報告の件数を計上。 

※前年度同月による健診受診率は30.3％、令和2年度同月は30.6％。 

 

図表15 特定保健指導の利用状況（法定報告） 

 
R1年度 R2年度 R3年度 R4年度 

R5年度 

（速報値） 

R6年度 

（目標値） 

終了率 25.4％ 25.8％ 29.1％ 22.0％ － 60.0％ 
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①特定健康診査・特定保健指導の未受診者対策 

◆受診しやすい環境づくり 

集団健診では、受付時間ごとに人数制限を設けているため、混み合うことなく

受診することができます。また、土曜日にも実施することで受診機会の確保につ

なげています。 

 

◆個別案内通知の実施 

国および県の補助事業を活用し、個別案内通知等の効果的な受診勧奨を行い受

診率向上に取り組みます。 

 

◆若年層への健康意識の啓発 

４０歳からの受診につながるように、３０歳代からの無料健診や、39 歳の国保

被保険者に対して次年度からの特定健診の周知・啓発を実施し、健康意識の定着

を図る啓発活動を行います。 

図表16 特定健診受診勧奨の取り組み内容 

時期 国保ヘルスアップ事業 事業内容 

5～11月 ○ ３０歳代国保被保険者の集団健診の無料実施 

8～ 1月 〇 勧奨資材送付による健診受診勧奨（委託） 

4月  町内医療機関に訪問し、受診勧奨依頼 

翌年1月  情報提供事業（みなし健診）資料送付 

１月 ○ ３９歳国保被保険者に特定健診の周知・啓発 

毎月  広報による健診の周知・啓発 

 

②疾病の重症化予防対策 

◆保健指導の充実 

集団健診会場において３０歳代から５０歳代を中心に、メタボ予備群や血圧高

値の方に個別に保健指導を実施します。 

 

◆健診結果説明会（来所相談） 

相談の機会を増やすことを目的に、来所による健診結果説明会を実施するなど、

参加者が健診結果から自分のからだの状態を理解し、自分の生活習慣を見直すき

っかけづくりに取り組みます。 

 

◆特定保健指導の強化 

健診結果データに基づき、メタボリックシンドローム該当者および予備群該当

者として抽出された特定保健指導対象者に対して利用勧奨を行い、メタボリック
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シンドロームに着目した生活習慣病予防のための保健指導を保健師、管理栄養士

が個別で行います。 

また、一部事業を委託し、保健師または管理栄養士が対象者に対し、一人ひと

りの生活習慣にあわせたより丁寧な対応を行います。 

 

◆紹介状発行者へのアプローチ 

健診結果データに基づき、医療機関への受診が必要な方が、適切な治療や生活

習慣の改善により生活習慣病の重症化を予防するために、保健師による受診勧奨

や保健指導を実施します。 

 

◆高知県糖尿病性腎症重症化予防事業 

糖尿病患者が増加する状況にある中で、糖尿病の合併症のひとつである糖尿病

性腎症に着目し、糖尿病が重症化するリスクの高い医療機関未受診者、治療中断

者への適切な受診勧奨を行うとともに、糖尿病で通院する患者のうち腎症が重症

化するリスクの高い方に対しては、積極的な外来栄養指導の利用を促して保健指

導等を実施し、人工透析導入につながる腎症の重症化を予防します。 

また、外来栄養指導については、かかりつけの病院に管理栄養士が不在の場合

は、外来栄養指導を円滑に利用できるよう町立仁淀病院に繋ぎ、連携して双方か

ら支援することで生活改善を導くようにしています。 

 

◆重複・頻回受診者訪問保健指導事業 

 被保険者のレセプトデータをベースに指導対象となる方を抽出し、受診状況の

把握を行い、保健師の訪問により、重複・頻回受診が及ぼす弊害の啓発（重複検

査、重複服薬等）や食事・運動等生活改善の指導を行います。 

 

③関係組織との連携・健康づくりの推進 

◆庁内組織の連携 

 保健事業の実施にあたっては、町の関係部署を横断的に組織する「保健事業推

進全体会議」を調整機関として、連携して取り組みます。 

 

◆医療機関との連携 

 集団健診以外にも、医療機関で健診（個別受診）を受けていただけるように、

町立病院や町内の医療機関と連携し、受診勧奨を継続的に行います。 

 新規の保健事業を実施する場合など、必要に応じて医師会等の関係機関に対し

て事前協議を行うとともに、実施にあたって協力を仰ぎながら取り組みます。 
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◆保険者等との連携 

 保健事業の積極的な推進を図るため、国保連合会（保険事業支援・評価委員会

による国保・後期高齢者ヘルスサポート事業等の活用）等の各種機関と連携及び

協力を図ります。 

 

◆個人が行う健康づくりへのインセンティブの提供 

 健康無関心層の方が健康づくりに対して興味を持っていただけるように、また、

個人で健康づくりに取り組んでいる方が継続できるように、県の高知家健康パス

ポート事業の「健康パスポートアプリ」を活用しながら、いの町独自の「健康チ

ャレンジ日記帳」で特典を設けて楽しみながら取り組める事業を行います。 


